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耳鼻咽喉科学校健診結果の推移と全国定点検査との比較

新谷朋子、高木摂夫、松島純一、一林正剛

はじめに

　学校健診における耳鼻咽喉科健診は学校における健康診断の一環として実施されている。健康の保持増進を

目的とした健康状態の把握が中心で、健康上の問題や疾病の疑いがないかをスクリーニングする 「健康診断」

であり「検診」ではない。学校保健安全法施行規則第３条に、健康診断の方法および技術的基準が記されてお

り、その７項に、「耳鼻咽頭疾患の有無は、耳疾患、鼻・副鼻腔疾患、口腔咽喉頭疾患及び音声言語異常等に

注意する」と記載されており、耳鼻咽喉科健診はこれに基づいて行われている。耳鼻咽喉科健康診断の実施には、

平成28年(2016)に日本耳鼻咽喉科学会学校保健委員会が作成した「耳鼻咽喉科健康診断マニュアル」１)があり、

日本耳鼻咽喉科学会ホームページからもダウンロードが可能である。また、日本学校保健会の「児童生徒等の

健康診断マニュアル」内にも学校健診における耳鼻咽喉科疾患について記載されている２)。 

　学校健診のデータは平成18年度以降、札幌市教育委員会が窓口となり、集計率が改善され、その結果を札幌

市耳鼻咽喉科医会が毎年札耳会報で報告している。今回、平成19年度から29年度まで、平成23年度を除いた 

10年間の健診結果を比較検討した。また、日本耳鼻咽喉科学会学校保健委員会では耳鼻咽喉科健康診断結果の

統計的推移を把握するため平成28年度から５年間にわたって全国各地（22都道府県）に定点を設定して健康診

断結果の疾患別調査を行うことになり、北海道では札幌市と旭川市が調査に参加している。本稿では平成29年

度の定点調査の全国調査３）と札幌市の集計結果の比較を行った。

Ⅰ　平成29年度札幌市と全国定点調査の有所見者数の比較

　図１では札幌市の平成29年度の学校健診計測結果と全国定点調査の結果を比較した。平成29年度の札幌の

受診者は小学生（１、４年生）20,872名、中学生（１年生）10,419名、全国定点調査は小学生（１、４年生）

188，163名、中学生（１年生）81,722名である。

　いずれも小学校１年生が有所見者の割合が高く、男児が女児より多かった。全国定点調査と比較すると中１

の女子はほぼ同等であったが、小１、小４、中１男子では全国より有所見者は少なかった。各年齢で約15−25

％に何らかの所見が見られることによりスクリーニングとしての健診の必要性が伺われた。

Ⅱ　平成29年度札幌市と全国定点調査の有所見者数の比較

　集計を行っていない平成23年度を除いた平成19年度から29年度までの10年分と全国定点調査の各疾患の有病率 

(人数／総受診者数)で比較した。

１）耳垢栓塞

　耳垢が溜まることで外耳道が閉塞した状態をいうが、学校健診では耳垢によって鼓膜所見が得られない場合

も「耳垢栓塞」と判断し、耳鼻咽喉科を受診して耳疾患の有無を確認する必要がある。完全に外耳道を閉塞す

ると難聴をきたし異物感や耳閉塞感を訴えることがある。プールなどで耳垢が水で膨張すると難聴と外耳炎を

きたすため耳鼻咽喉科での除去が必要である。
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2平成30年9月1日　北海道医報　第1200号

　下表で示すように耳垢栓塞の有所見率は毎年ほぼ全国定点調査より少ないが同様の割合で、低学年ほど有所

見率が高かった。

２）滲出性中耳炎

　滲出性中耳炎は子どもの難聴の原因として最も多い疾患であり、「鼓膜に穿孔がなく、中耳腔に貯留液をも

たらし難聴の原因となるが、急性炎症症状すなわち耳痛や発熱のない中耳炎」と定義されている。

　下表で示すように、いずれの年もほとんど滲出性中耳炎の小児は検出されなかった。

　一般的には滲出性中耳炎の有病率は諸家の報告によると、６歳から８歳では３～９％、９歳では０～６％と

言われている。今回の集計では全国定点調査と同様に有所見率が低く、諸家の報告の有病率とは一致していな

い。特に小１では外耳道も小さく十分な観察ができていない可能性もあり、正確な判断をするためには検査室

での聴力検査やインピーダンスオージオメーターの導入などが必要である。

３）副鼻腔炎

　３ヵ月以上鼻閉、鼻漏、後鼻漏、咳嗽といった呼吸器症状が持続するものを慢性副鼻腔炎とする。感冒に引

き続いておこる急性副鼻腔炎は除外される。小児は副鼻腔が発育途上にあるため病態はやや異なり、比較的予

後良好で保存的治療が主体である。

　平成19年度から21年度は小４では副鼻腔炎、アレルギー性鼻炎、慢性鼻炎をまとめて集計しているので除外

した。小１では平均0.061、中１では0.015と全国定点調査に比べると高かった。小児の有病率は３～４％とい

われているが、副鼻腔炎は減少傾向である。

４）アレルギー性鼻炎

　鼻粘膜における１型アレルギー疾患であり、くしゃみ、水溶性鼻漏、鼻閉塞を３主徴とする。学童期のアレ

ルギー性鼻炎は近年増加傾向にあり、発症の低年齢化も進んでいる。各年代で差はないが、学年が上がるごと

に所見のある割合が増えていた。全国定点調査ではより割合が高かった。
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５）慢性鼻炎

　慢性鼻炎の有所見者数は低年齢ほど高い傾向があったが全体に割合は低かった。

６）アデノイド肥大

　各年数人のみで有所見者は見られなかった。アデノイド（咽頭扁桃）は通常の口腔内診察では確認できない。

一般的にアデノイドの生理的肥大は３−５歳で就学前に症状が現れることが多い。

　保健調査票の「よくいびきをかいている」「口をあけていることが多い」「睡眠中に呼吸が停止することがあ

る」の項目にチェックがあれば、睡眠時無呼吸を疑われるので、アデノイド肥大・口蓋扁桃肥大・鼻疾患を原

因として考慮することが必要である。

７）扁桃肥大

　扁桃肥大を指摘される人数も各年度、学年とも少ないがアデノイド肥大より有所見率は高かった。アデノイ

ドと異なり学校健診において確認しやすいのも一因と思われる。扁桃は自然退縮するため低年齢に多く見られ

た。口蓋扁桃は肥大があっても症状がなければ特に治療は必要ないが、高度の肥大のために睡眠時無呼吸や摂

食、嚥下障害を起こす場合は治療の対象となる。

８）音声障害、言語障害

　各年度、学年ともに10人未満であった。全国定点調査では小１で0.005と多かった。

　短時間での健診では音声言語障害を見つけることは難しいため、保健調査票の「声がかれている」「発音が

おかしい」の項目を参考にする。日本耳鼻咽喉科学会の音声言語障害の検査法では、詳細には絵カード（ゾウ、

テレビ、ハサミ、キリン）を用いるが、簡易な方法として名前を言わせて「○○です。よろしくお願いします。」

ということを推奨している。

まとめ

　耳鼻咽喉科健診の意義は小児期に認められるさまざまな耳鼻科領域の異常のスクリーニングにあるとされる。

　平成６年に学校保健安全法施行規則が改正され、学校健診でスクリーニングされる疾患が従来は「耳疾の有

無は、特に耳垢栓塞および中耳炎に注意する」、「鼻および咽頭の疾患の有無は、鼻炎、鼻たけ、副鼻腔炎、鼻

咽頭炎、鼻中隔彎曲症、アデノイド、扁桃肥大、扁桃炎、音声言語異常等に注意する」と具体的に記載されて
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いたのが、「耳鼻咽頭疾患の有無は、耳疾患、鼻・副鼻腔疾患、口腔咽喉頭疾患および音声言語異常等に注意する」

と改められた。表２は耳鼻咽喉科健康診断マニュアルからの抜粋で札幌市耳鼻咽喉科医会も同様の基準を用い

ている。

　日本耳鼻咽喉科学会保健委員会では学校健診における耳鼻咽喉科疾患の推移を調査する目的で、全国に定点

市町を定めて平成12年より５年間の健康診断結果の集計を行い報告している。３）小学生と中学生の各平均値を

まとめたものをみると、難聴、アレルギー性鼻炎、鼻中隔彎曲症の３項目以外は小学生の方が所見比率は高か

った。有所見者比率の５年平均値は小学生で24.6％、中学生で20.9％であった。およそ小学生の４人に一人、

中学生の５人に一人が耳鼻科検診の有所見者であった。

　疾患別にみると小中学生とも１位はアレルギー性鼻炎であり、２位耳垢栓塞、３位慢性鼻炎であった。上位

７位までみると小学生では４位副鼻腔炎、５位扁桃肥大、６位難聴の疑い、７位滲出性中耳炎の順で、中学生

では４位難聴の疑い、５位扁桃肥大、６位難聴の疑い、７位滲出性中耳炎の順になっている。小学校、中学校

を通じて有所見率の高いのは鼻疾患、特にアレルギー性鼻炎でその他は全て学年が上がるほど所見比率が低下

していた。今回の札幌市の集計でも同様でアレルギー性鼻炎を除いて低学年ほど有所見率は高かった。

　以上より、小学校、中学校を通じて有所見率が多いのは鼻炎、アレルギー性鼻炎であった。小学校では有所

見率は学年が上がるほど低下し、男女差が見られた。

　事後措置としては健康診断の結果を全ての児童、生徒、保護者に通知し情報を適正に提供する。医療機関を

受診した児童、生徒の保護者はその結果を保護者の責任において学校に報告する。また学校、養護教諭、担任

教諭の耳鼻咽喉科疾患に対する認識や熱意も受診率の向上に不可欠であり、学校医は各疾患の適正な情報を提

供して各疾患の理解を深めていくことも必要であろう。
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